様式第１号（第４条関係）

　　豊 住 第　　　号

　　年　　月　　日

登録申請者住所又は事務所の所在地

商号、名称又は氏名　　　　　　　様

豊橋市長　　　　　　印

サービス付き高齢者向け住宅事業登録通知書

　　年　　月　　日付けで申請がありましたサービス付き高齢者向け住宅事業につきましては、高齢者の居住の安定確保に関する法律第７条第１項の規定に基づき登録しましたので、同条第３項の規定に基づき通知します。

　なお、登録については５年ごとにその更新を受けなければ、その期間の経過によって、その効力を失いますので、十分ご注意ください。

登録した事業の概要

	登録年月日
	

	登録番号
	

	名称
	

	所在地
	

	登録戸数
	

	入居契約の別
	賃貸借契約　・　その他

	提供される高齢者生活
支援サービス
	１　状況把握・生活相談
２　食事の提供

３　入浴等の介護

４　調理等の家事

５　健康の維持増進

６　その他

	前払金の有無
	有　・　無

	管理方式
	自ら管理　・　管理業務を委託


様式第２号（第４条関係）

　　豊 住 第　　　号

　　年　　月　　日

登録申請者住所又は事務所の所在地

商号、名称又は氏名　　　　　　　様

豊橋市長　　　　　　印

サービス付き高齢者向け住宅事業登録基準不適合通知書

　　年　　月　　日付けで申請がありましたサービス付き高齢者向け住宅事業につきましては、下記の理由により、高齢者の居住の安定確保に関する法律第７条第１項の基準に適合しないと認めますので、同条第４項の規定に基づき通知します。

　

記
　理由：
この処分について不服がある場合は、この通知書を受け取った日の翌日から起算して３か月以内に、豊橋市長に対して審査請求をすることができます。
また、この処分の取消しの訴えは、この通知書を受け取った日の翌日から起算して６か月以内に、豊橋市を被告として（訴訟において豊橋市を代表する者は豊橋市長となります。）、提起することができます。ただし、この通知書を受け取った日の翌日から起算して３か月以内に審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決書の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。
様式第３号（第４条関係）

　　豊 住 第　　　号

　　年　　月　　日

登録申請者住所又は事務所の所在地

商号、名称又は氏名　　　　　　　様

豊橋市長　　　　　　印

サービス付き高齢者向け住宅事業登録拒否通知書

　　年　　月　　日付けで申請がありましたサービス付き高齢者向け住宅事業につきましては、下記の事由により、高齢者の居住の安定確保に関する法律第８条第１項の規定に基づき登録を拒否しましたので、同条第２項の規定に基づき通知します。

　

記

　登録の拒否の事由：

この処分について不服がある場合は、この通知書を受け取った日の翌日から起算して３か月以内に、豊橋市長に対して審査請求をすることができます。
また、この処分の取消しの訴えは、この通知書を受け取った日の翌日から起算して６か月以内に、豊橋市を被告として（訴訟において豊橋市を代表する者は豊橋市長となります。）、提起することができます。ただし、この通知書を受け取った日の翌日から起算して３か月以内に審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決書の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。
様式第４号（第５条関係）

　　豊 住 第　　　号

　　年　　月　　日

届出者住所又は事務所の所在地

商号、名称又は氏名　　　　　様

豊橋市長　　　　　　印

サービス付き高齢者向け住宅事業登録事項変更通知書

　高齢者の居住の安定確保に関する法律第９条第３項の規定に基づき、変更の登録をしましたので通知します。
	登録年月日
	

	登録番号
	

	変更に係る事項
	変更前
	変更後

	
	
	


様式第５号（第６条関係）

　　年　　月　　日

（あて先）豊橋市長

届出者住所又は事務所の所在地

商号、名称又は氏名　　　　
サービス付き高齢者向け住宅事業に係る廃業等の届出書
　高齢者の居住の安定確保に関する法律第12条の規定に基づき、サービス付き高齢者向け住宅事業の廃業等を届け出ます。

	登録年月日
	

	登録番号
	

	名称
	

	所在地
	

	登録事業者の商号、名称

又は氏名
	

	届出事由
	１　登録事業の廃止（法律第12条第１項第１号）

　　廃止予定日：　　　年　　月　　日

２　登録事業者の解散（合併及び破産の場合を除く）

　　（法律第12条第１項第２号）

　　解散予定日：　　　年　　月　　日

３　破産手続開始の決定（法律第12条第２項）

　　破産手続開始決定日：　　年　　月　　日




備考
１　廃止及び解散の場合、予定日の30日前までに届出書を提出してください。
２　破産手続開始の決定を受けた場合は、破産管財人が、決定日から30日以内に届出書を提出してください。

様式第６号（第７条関係）

　　年　　月　　日

（あて先）豊橋市長

登録事業者住所又は事務所の所在地

商号、名称又は氏名　　　　　　

サービス付き高齢者向け住宅事業に係る登録の抹消申請書

　高齢者の居住の安定確保に関する法律第13条第１項第１号の規定に基づき、サービス付き高齢者向け住宅事業の登録の抹消を申請します。

	登録年月日
	

	登録番号
	

	名称
	

	所在地
	

	抹消の理由
	


備考

１　登録事業者が法人である場合には、代表者の氏名も記載すること。

様式第７号（第７条関係）

　　豊 住 第　　　号

　　年　　月　　日

登録事業者であった者の住所
又は事務所の所在地

商号、名称又は氏名　　　　様

豊橋市長　　　　　　印

サービス付き高齢者向け住宅事業登録抹消通知書

　高齢者の居住の安定確保に関する法律第13条の規定に基づき、サービス付き高齢者向け住宅事業の登録を抹消しましたので通知します。

	登録年月日
	

	登録番号
	

	名称
	

	所在地
	

	抹消の理由
	１　法律第13条第１項第１号の登録の抹消の申請があったため

２　法律第５条第２項の規定に基づく登録の更新を受けなかったことにより登録が効力を失ったため

３　法律第12条第３項に規定する登録事業の廃止等により登録が効力を失ったため



様式第８号（第８条関係）
　　年　　月　　日
（あて先）豊橋市長
登録事業者住所又は事務所の所在地
商号、名称又は氏名　　　　　　　
サービス付き高齢者向け住宅定期報告書
　高齢者の居住の安定確保に関する法律第24条第１項の規定に基づき、サービス付き高齢者向け住宅事業について下記のとおり報告します。
記
１　登録番号
２　登録年月日
３　登録した住宅の名称
４　報告内容　　　　　　　　　　　別紙のとおり
備考
１　登録事業者が法人である場合には、代表者の氏名も記載すること。
様式第８号　別紙
	項　　　目
	回　　答　　欄

	記入年月日
	　　　年　　月　　日

	住宅の名称
	

	住宅の所在地
	〒


	担当者氏名
	

	電話番号
	

	ＦＡＸ番号
	

	メールアドレス
	


１　入居者の情報　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（前年度３月31日時点）

	登録戸数
	　　　　　　　戸

	入居戸数
	　　　　　　　戸　（単身　　　戸、夫婦　　　戸、その他　　　戸）

	入居人数
	　　　　　　　人　（ ① ＋ ② ）

	入居契約者
（同居者除く）
	自立
	要支援
	要介護
	合計

	
	人
	人
	人
	①　　　　　　人

	同居者
	　同居人数（入居契約者除く）
	②　　　　　　人

	
	　　うち配偶者
	人

	
	　　うち60歳以上の親族
	人

	
	　　うち要介護・要支援認定を受けている60歳未満の親族
	人


２　登録事項について
	
	確認項目
	登録内容との差異

	1
	サービス付き高齢者向け住宅の名称及び所在地
	あり□・なし□

	2
	サービス付き高齢者向け住宅事業を行う者
	あり□・なし□

	3
	サービス付き高齢者向け住宅事業を行う者の事務所
	あり□・なし□

	4
	サービス付き高齢者向け住宅の戸数、規模並びに構造及び設備
	あり□・なし□

	5
	サービス付き高齢者向け住宅の入居契約及び入居者資格
※登録申請書の別添３の内容含む
	あり□・なし□

	6
	サービス付き高齢者向け住宅において提供される高齢者生活支援サービス及び入居者から受領する金銭　　※登録申請書の別添４の内容含む
	あり□・なし□

	7
	サービス付き高齢者向け住宅の管理の方法等
	あり□・なし□

	8
	サービス付き高齢者向け住宅と併設される高齢者居宅生活支援事業を行う施設（該当する場合のみ）
	あり□・なし□

	9
	高齢者居宅生活支援事業を行う者との連携及び協力（該当する場合のみ）
	あり□・なし□

	10
	その他登録申請書に添付した書類（図面、入居契約書等）
	あり□・なし□


３　登録基準について
	
	確認項目
	適合状況

	１
	サービス付き高齢者向け住宅の入居者は、年齢要件等基準に適合しているか。
	はい□・いいえ□

	２
	共同利用設備がある場合、その使用用途や使用状況は適切か。
	はい□・いいえ□

	３
	登録申請時の図面や加齢対応構造等のチェックリストどおりのバリアフリー構造となっているか。
	はい□・いいえ□

	４
	状況把握及び生活相談サービスの提供方法や人員体制が、登録申請どおり基準に適合しているか。
	はい□・いいえ□

	５
	入居契約は、登録申請どおり入居者と書面（電磁的記録を含む）により締結しているか。
	はい□・いいえ□

	６
	入居契約には、居住の用に供する専用部分が明示されているか。
	はい□・いいえ□

	７
	入居契約は、敷金、家賃（前払金含む）、高齢者生活支援サービスの提供の対価以外の金銭を受領しない契約になっているか。
	はい□・いいえ□

	８
	入居者の病院への入院又は心身の状況の変化を理由として、当該理由が生じた後の入居者の合意を得ずに居住部分を変更し、又はその契約を解約していないか。
	はい□・いいえ□

	９
	前払金を受領する場合、前払金の算定の基礎及び返還債務の金額の算定方法が明示された契約になっているか。
	はい□・いいえ□

	10
	前払金を受領する場合、入居後一定の期間（３月）が経過する日までの間に契約が解除され、又は入居者の死亡により終了した場合、基準どおり前払金を返還する契約になっているか。
	はい□・いいえ□

	11
	前払金を受領する場合、住宅の整備に関する工事の完了前に敷金又は家賃等の前払金を受領していないか。
	はい□・いいえ□

	12
	受領した前払金に対し、必要な保全措置が講じられているか。
	はい□・いいえ□


４　法令遵守事項への対応について
	
	確認項目
	対応状況

	１
	登録事業の広告をする時、著しく事実に相違する表示をしたり、実際のものよりも著しく優良又は有利であると誤認させるような表示をしていないか。
	はい□・いいえ□

	２
	業務に関して広告をする場合、厚生労働省・国土交通省告示第５号の国土交通大臣及び厚生労働大臣が定める以下の表示についての方法を遵守しているか。
①登録住宅の土地又は建物について表示する場合、当該土地又は建物を登録事業者が所有していない時は、その旨を明瞭に記載しているか。
②登録住宅の入居者が利用できる施設や設備について表示する場合、当該施設や設備が次のいずれかに該当する時は、その旨を明瞭に記載しているか。

　・登録事業者が設置していない施設や設備

　・登録住宅の敷地内に設置されていない施設や設備

・入居者が利用する際、利用するごとに費用を支払う必要がある施設や設備

③登録住宅の入居者が利用できる施設や設備のうち、特定の用途に供される場合がある施設や設備について表示する場合、当該施設や設備が特定の用途のための専用の施設や設備として設置され、又は使用されていない時は、その旨を明瞭に記載しているか。
④登録住宅の設備の構造や仕様について表示する場合、当該設備の構造や仕様の一部に異なるものがある時は、その旨を明瞭に記載しているか。

⑤登録住宅の入居者の居住部分について表示する場合、居住部分を変更することがある時で、次のいずれかに該当することがある時は、その旨を明瞭に記載しているか。

　・変更後の居住部分の床面積が、当初入居した居住部分の床面積に比して減少すること。

　・入居者が当初入居した居住部分から他の居住部分に住み替える場合

　　に、当初入居した居住部分の利用に関する権利が変更すること又は

　　消滅すること。

　・入居者が変更後の居住部分の利用に関し追加的な費用を支払うこと。

　・当初入居した居住部分の利用に関する費用について、居住部分の変更による居住部分の構造若しくは設備の変更又は居住部分の床面積の減少に応じた調整が行われないこと。　

⑥登録住宅において、終身にわたって入居者が居住でき、又は介護サービスの提供を受けることができると表示する場合、入居者が登録住宅に終身にわたって居住し、又は介護サービスの提供を受けることができない場合がある時は、その旨を明瞭に記載しているか。

⑦登録住宅の入居者に提供される介護サービスについて表示する場合、登録事業者が介護サービスを提供するものではない時は、その旨を明瞭に記載しているか。

⑧登録事業者が自ら又は委託若しくは提携により提供する介護保険法の適用に基づく保険給付の対象とならない介護サービスについて表示する場合、介護サービスの内容及び費用を明瞭に記載しているか。

⑨高齢者生活支援サービスを提供する者の人数について表示する場合、次の人数を明瞭に記載しているか。

　・高齢者生活支援サービスを提供する者の総人数及びサービスごとの内訳の人数

　・高齢者生活支援サービスを提供する者が、介護保険法の規定に基づく要介護認定又は要支援認定を受けた登録住宅の入居者（以下要介護者等という）以外の入居者に対し、食事の提供その他の日常生活上必要なサービスを提供する場合には、要介護者等に高齢者生活支援サービスを提供する者の総人数及びサービスごとの内訳の人数

　・夜間における最小の高齢者生活支援サービスを提供する者の総人数及びサービスごとの内訳の人数

⑩高齢者生活支援サービスを提供する者のうち、介護に関する資格を有する者について表示する場合、人数を常勤又は非常勤の別ごとに明瞭に記載しているか。
	はい□・いいえ□

	３
	インターネットの利用又は公衆の見やすい場所に掲示することにより、登録事項を公示しているか。

	はい□・いいえ□

	４
	登録住宅に入居しようとする者に対し、入居契約締結前までに登録事項や次の事項について記載した書面（入居しようとする者の承諾を得て、電磁的方法により提供するものを含む）を交付して説明しているか。
①入居契約が利用権方式の場合はその旨
②入居契約の内容に関する事項

③特定施設入居者生活介護事業者の指定を受けている場合は、介護サービスについての情報

④家賃等の前払金を受領する場合は、前払金の返還債務が消滅するまで　

　の期間
⑤④の期間中に契約が解除、又は入居者の死亡により契約が終了した場合の家賃等の前払金の返還額の推移
	はい□・いいえ□

	５
	入居契約又はサービス提供契約書等に従って高齢者生活支援サービスを提供しているか。
	はい□・いいえ□

	６
	次のものを記載した帳簿を備え付けているか。
※帳簿の内容を記載した電子データをパソコン等の電子媒体に記録し、必要に応じて印刷が可能な場合はその記録をもって帳簿への記載に
　代えることができる。
①登録住宅の修繕・改修の実施状況
②入居者からの金銭の受領の記録

③入居者に提供した高齢者生活支援サービスの内容

④緊急やむを得ず入居者に身体的拘束を行った場合にあっては、その態　

　様及び時間、その際の入居者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理　

　由

⑤入居者に提供した高齢者生活支援サービスに係る入居者及び家族からの苦情の内容

⑥高齢者生活支援サービスの提供により入居者に事故が発生した場合にあっては、その状況及び事故に際してとった処置の内容

⑦登録住宅の管理又は高齢者生活支援サービスの提供を委託する場合にあっては、委託事業者の商号、名称又は氏名及び住所並びに委託に係る契約事項及び業務の実施状況
	はい□・いいえ□

	7
	上記帳簿は事業年度の末日に閉鎖し、閉鎖後２年間保存している。
	はい□・いいえ□


５　その他
	
	確認項目
	対応状況

	１
	登録事項や添付書類の記載事項に変更があった時は、入居者に対し、その変更内容を記載した書面（入居者の承諾を得て、電磁的方法により提供するものを含む）を交付して説明しているか。
	はい□・いいえ□

	２
	登録事項や添付書類の記載事項に変更があった時は、その日から30日以内に変更届を提出しているか。
	はい□・いいえ□


様式第10号（第９条関係）
サービス付き高齢者向け住宅立入検査結果報告書
	登録した住宅の名称
	

	登録事業者の商号、名称又は氏名
	

	検査実施日時
	　　年　　月　　日（　　）　　　時　　分～　　時　　分

	応対者氏名
	

	検査員氏名
	


	項　　目
	改善又は是正すべき事項

	
	


様式第11号（第９条関係）

　　豊 住 第　　　号

　　年　　月　　日

登録事業者住所又は事務所の所在地

商号、名称又は氏名　　　　　　　様

豊橋市長　　　　　　印

サービス付き高齢者向け住宅立入検査結果通知書
　サービス付き高齢者向け住宅の登録に関する事務取扱要綱第９条の規定に基づき、登録住宅の立入検査の結果について通知します。
記
１　登録番号
２　登録した住宅の名称
３　検査結果　　　　　　　　　　　別紙のとおり
様式第11号　別紙
	登録番号
	

	登録した住宅の名称
	

	検査結果
	改善又は是正すべき事項あり□　　改善又は是正すべき事項なし□

	改善又は是正すべき事項
	


様式第12号（第９条関係）
　　年　　月　　日
（あて先）豊橋市長
登録事業者住所又は事務所の所在地
商号、名称又は氏名　　　　　　　
サービス付き高齢者向け住宅措置状況報告書
　サービス付き高齢者向け住宅の登録に関する事務取扱要綱第９条の規定に基づき、立入検査における指摘事項に対する措置状況を下記のとおり報告します。
記
	改善又は是正すべきとされた事項
	措　置　状　況

	
	


備考
１　登録事業者が法人である場合には、代表者の氏名も記載すること。
様式第13号（第10条関係）
　豊 住 第　　　号
　　年　　月　　日
登録事業者住所又は事務所の所在地

商号、名称又は氏名　　　　　　　様

豊橋市長　　　　　　印

サービス付き高齢者向け住宅事業に関する指示書
　高齢者の居住の安定確保に関する法律第25条の規定に基づき、　　年　　月　　日付け　豊住第　　号で登録したサービス付き高齢者向け住宅事業について、下記のとおり指示事項

を通知します。

なお、その指示事項については速やかに改善したうえで、その措置状況を　　年　　月　　日までに、サービス付き高齢者向け住宅事業指示事項改善報告書（様式第13号）により報告してください。
記

	登録した住宅の名称
	

	登録年月日
	

	登録番号
	

	適用条項・指示事項
	


上記指示に違反したときは、登録事業の登録を取り消されることがあります。
様式第14号（第10条関係）
　　年　　月　　日
（あて先）豊橋市長
登録事業者住所又は事務所の所在地
商号、名称又は氏名　　　　　　　
サービス付き高齢者向け住宅指示事項改善報告書
　　年　　月　　日付　　第　　号で指示を受けた事項について、下記のとおり報告します。
記
	登録した住宅の名称
	

	登録年月日
	

	登録番号
	

	適用条項・指示事項
	改善事項

	
	


備考
１　登録事業者が法人である場合には、代表者の氏名も記載すること。
様式第15号（第11条関係）

　　豊 住 第　　　号

　　年　　月　　日

登録事業者であった者の住所又は事務所の所在地

商号、名称又は氏名　　　　　様

豊橋市長　　　　　　印

サービス付き高齢者向け住宅事業登録取消通知書

　高齢者の居住の安定確保に関する法律第26条の規定に基づき、サービス付き高齢者向け住宅事業の登録を取り消しましたので通知します。

　なお、同法第13条第１項の規定に基づき、登録事業の登録を抹消しましたので併せて通知します。

	登録年月日
	

	登録番号
	

	名称
	

	所在地
	

	登録取消しの理由
	１　法律第８条第１項に規定する登録の拒否事由に該当するため

２　不正な手段により事業の登録を受けたため

３　法律第９条第１項の規定に基づく登録事項等の変更の届出を怠ったため

４　法律第11条第３項の規定に基づく登録事業者の地位の承継の届出を怠ったため

５　法律第25条の規定に基づく指示に違反したため




この処分について不服がある場合は、この通知書を受け取った日の翌日から起算して３か月以内に、豊橋市長に対して審査請求をすることができます。
また、この処分の取消しの訴えは、この通知書を受け取った日の翌日から起算して６か月以内に、豊橋市を被告として（訴訟において豊橋市を代表する者は豊橋市長となります。）、提起することができます。ただし、この通知書を受け取った日の翌日から起算して３か月以内に審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決書の送達を受けた日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。

様式第16号（第12条関係）
 　　年　　月　　日

(あて先)豊橋市長　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　交付申請者住所又は事務所の所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号、名称又は氏名　　　　　　　　
サービス付き高齢者向け住宅整備事業に係る意見聴取申請書
豊橋市サービス付き高齢者向け住宅の登録等に関する事務取扱要綱第12条第１項に基づき、下記の計画についてサービス付き高齢者向け住宅整備事業の交付申請をしたいので、意見聴取手続きを申請します。
記
	住宅名称
	

	建設計画地
	豊橋市

	地域の需要等を踏まえた高齢者住宅の確保
	今回のサービス付き高齢者向け住宅の計画戸数
　　　　　　　　　戸

	公共交通機関へのアクセス等の立地
	最寄りの鉄道駅までの距離
□　　　　　　　　　　　　　駅から約　　　　　　ｍである。
最寄りの路面電車・バス・コミュニティバスの停留所までの距離
□　　　　　　　　　　　　　停留所から約　　　　　　ｍである。

	医療・介護サービスの連携体制等
	医療施設との連携

・距離について

□医療機関　　　　　　　　　　　　　　から約　　　　　　ｍである。
・協定について
□医療機関　　　　　　　　　　　と締結している。

	
	介護施設との連携（協定の締結、施設の併設等の具体的な連携内容を記載）


	立地誘導や防災その他まちづくりとの整合
	□市街化区域である。
□市街化調整区域だが、豊橋鉄道（渥美線）大清水駅から約　　　　　　ｍの地域拠点である。
□市街化調整区域だが、豊鉄バス和田辻バス停から約　　　　　　ｍの地域拠点である。
□その他の市街化調整区域である。
□土砂災害特別警戒区域に該当しない。
□災害時等に応急仮設住宅または福祉避難所としての利用について市から要請があったときは、予め協定締結等の協議に応じます。

	備考
	


※　住宅、最寄りの公共交通機関・医療機関・介護施設の場所を記載した見取り図を添付すること。
※　医療機関・介護施設との協定等がある場合は協定書等の写しを添付すること。
※　交付申請者とサービス付き高齢者向け住宅の登録事業者が異なる場合は、備考欄に登録事業者名を記載すること。

様式第17号（第12条関係）　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　豊　住　第　　　号
　　　　　年　　月　　日
交付申請者住所又は事務所の所在地
商号、名称又は氏名　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
豊橋市長　　　　　　印
サービス付き高齢者向け住宅整備事業に係る意見聴取に対する回答書
豊橋市サービス付き高齢者向け住宅の登録等に関する事務取扱要綱第12条第２項の規定に基づき、　　年　　月　　日付けで申請のありましたサービス付き高齢者向け住宅整備事業に係る意見聴取申請について、下記のとおり回答します。
記
	地域の需要等を踏まえた高齢者住宅の確保

	
	□意見なし
	（理由）

	
	□意見あり
	（意見内容）

	公共交通機関へのアクセス等の立地

	
	□意見なし

	
	□意見あり
	（意見内容）

	医療・介護サービスとの連携体制等

	
	□意見なし

	
	□意見あり
	（意見内容）

	立地誘導や防災その他まちづくりとの整合

	
	□意見なし

	
	□意見あり
	（意見内容）


※その他留意すべき事項

